様式第１号（第５条関係）
令和７年度愛媛県介護テクノロジー定着支援事業費補助金交付申請書

令和　　年　　月　　日　
　愛媛県知事　　　　　　　様

住　　　　所

事業主体名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　㊞

　令和７年度において標記事業を下記のとおり実施したいので、令和７年度愛媛県介護テクノロジー定着支援事業費補助金交付要綱第５条の規定により、関係書類を添えて申請します。

記

１　交付申請額　　　　　金　　　　　　　　　円

２　補助金所要額調書　　別紙（１）のとおり
３　補助対象額調書　　　別紙（２）のとおり
４　収支予算書　　　　　別紙（３）のとおり
５　事業計画書　　　    別紙（４）及び　「事業計画回答フォーム」のとおり
６　適合確認　　　　　　別紙（５）のとおり
７　見積書の写し

８　介護保険法（平成９年法律第123号）に基づき指定又は許可を受けたことを証する書類又は老人福祉法（昭和38年法律第133号）に基づく養護老人ホーム及び軽費老人ホームであることを証する書類
９　その他参考となる資料
・導入する介護テクノロジーの概要（カタログ）
・職員数が分かる資料（勤務形態一覧表）
・Wi-Fi工事内容及び図面
・SECURITY ACTION自己宣言の申込メールの写し
・科学的介護情報システム「LIFE」を利用していることが確認できる資料

・委員会を設置したことが確認できる資料
・ケアプランデータ連携システムを利用開始したことが確認できる資料　等
（注）２及び５～９は事業所ごとに作成し、整理して添付すること。

　　　「事業計画回答フォーム」については、以下URLより期日までに回答すること。
　　　URL：https://logoform.jp/form/XG6n/1088610

別紙（４）（様式第１号関係）
介護テクノロジー定着支援事業に係る事業計画書

１　事業実施体制
ア　導入を進めるための実施体制・導入スケジュール


イ　介護テクノロジーの導入により、どのように業務フローを見直すか

２　当該介護テクノロジーの導入を決定した方法・理由、比較検討した製品

３　介護テクノロジー導入等により達成すべき目標・期待される効果

様式第２号（第７条関係）

令和７年度愛媛県介護テクノロジー定着支援事業変更承認申請書

令和　　年　　月　　日　

　愛媛県知事　　　　　　　様

住所
事業主体名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　㊞

　令和　　年　　月　　日付け愛媛県指令　第　　号で、補助金交付決定の通知があった標記事業を下記のとおり変更したいので、令和７年度愛媛県介護テクノロジー定着支援事業費補助金交付要綱第７条の規定により、その承認を申請します。
記
１　変更する理由

　
２　補助金交付変更額

　　　既交付決定額　　金　　　　　　　　円也

　　　変更承認申請額　　金　　　　　　　　円也

　　　差引増減額　　金　　　　　　　　円也
３　補助金所要額調書（変更） 　別紙（１）のとおり
４　補助対象額調書（変更） 　　別紙（２）のとおり
５　収支予算書（変更）　　　 　別紙（３）のとおり
６　事業計画書（変更）         別紙（４）及び「事業計画回答フォーム」のとおり
７　見積書の写し　※金額が変更とならない場合は不要
８　その他参考となる資料
（注）３～６は、様式第１号に準ずるものとし、変更箇所に下線を付けること。
また、上段に変更前を（　　）で記載し、下段に変更後の額を記載すること。
３及び６～８は、事業所ごとに作成し、整理して添付すること。

「事業計画回答フォーム」については、以下URLより回答すること。
　　　URL：https://logoform.jp/form/XG6n/1088610

様式第３号（第８条関係）

令和７年度愛媛県介護テクノロジー定着支援事業中止（廃止）承認申請書

令和　　年　　月　　日　

　愛媛県知事　　　　　　　様

住　　　　所

事業主体名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　㊞

　令和　　年　　月　　日付け愛媛県指令　第　　号で、補助金交付決定の通知があった標記事業を中止（廃止）したいので、令和７年度愛媛県介護テクノロジー定着支援事業費補助金交付要綱第８条の規定により、その承認を申請します。

記

１　事業の中止（廃止）の内容

２　事業の中止（廃止）の理由

様式第４号（第９条関係）

令和７年度愛媛県介護テクノロジー定着支援事業実績報告書
令和　　年　　月　　日　

　愛媛県知事　　　　　　　様

住　　　　所

事業主体名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　㊞

　令和　　年　　月　　日付け愛媛県指令　第　　号で、補助金交付決定の通知があった標記事業の実績について、令和７年度愛媛県介護テクノロジー定着支援事業費補助金交付要綱第９条第１項の規定により、関係書類を添えて報告します。

記

１　事業精算額　　　　　　金　　　　　　　　　円

２　補助金所要額精算調書　別紙（１）のとおり
３　補助対象額精算調書　　別紙（２）のとおり
４　収支決算書　　　　　　別紙（３）のとおり
５　事業実績報告書　　　　別紙（４）のとおり
６　適合確認　　　　　　　別紙（５）のとおり
７　導入した機器の納品書（又は工事完了報告書）、領収書及び請求書の写し、
SECURITY ACTION自己宣言完了の通知メールの写し
８　導入した機器、Wi-Fi工事に係る施工前後の写真及び
業務改善支援を受けたことがわかる書類
　　※導入機器が複数台ある場合は、全ての機器の製品番号等が明瞭に写っていること。
９　その他参考となる資料
　　・介護テクノロジーを利用するための通信環境整備に係る図面（見守り機器・アクセスポイントの設置位置、Wi-Fiエリア　等）
　　・ケアプランデータ連携システムにより５事業所以上とデータ連携していることが確認できる資料　等

（注）２及び５～９は、事業所ごとに作成し、整理して添付すること。

　　　
別紙（４）（様式第４号関係）

事　業　実　績　報　告

	事業主体名（法人名等）
	

	事業所名
	

	事業所のサービス種類
	

	担当者名
	

	担当者連絡先電話番号
	

	担当者メールアドレス
	

	【介護テクノロジー】
	

	製品名
	

	導入台数
	台

	購入又は
レンタル・リースの別
	□購入　購入日（令和　年　月　日）
□リース・レンタル
契約期間（令和　年　月　日～令和　年　月　日）

	【通信環境整備】
	

	購入又は
レンタル・リースの別
	□購入　購入日（令和　年　月　日）
□リース・レンタル
契約期間（令和　年　月　日～令和　年　月　日）

	【業務改善支援】
	

	業務改善支援内容
	支援事業者：
取組時期（令和　年　月　日～令和　年　月　日）
内容：

	導入スケジュール
	（年度内の導入スケジュール実績について、具体的に記載すること。）


	使用状況及び

導入により
得られた成果等
	（導入後の使用状況、導入により得られた成果等を記載すること）



	SECURITY ACTIONの
自己宣言
	・自己宣言の完了メールを受け取った日（令和　年　月　日）
・一つ星又は二つ星の別（　　つ星）

	備　考
	


様式第５号（第９条関係）

令和７年度愛媛県介護テクノロジー定着支援事業費補助金に係る

仕入れに係る消費税等相当額報告書

令和　　年　　月　　日　

　愛媛県知事　　　　　　　様

住　　　　所

事業主体名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　㊞

　令和　　年　　月　　日付け愛媛県指令　第　　号で、補助金交付決定の通知があった標記補助金について、令和７年度愛媛県介護テクノロジー定着支援事業費補助金交付要綱第９条第３項の規定により、下記のとおり報告します。
記

１　補助金交付要綱第10条の補助金の額の確定額

（令和　　年　　月　　日付け　　第　　　号による額の確定通知額）
　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　円也
２　補助金の確定時に減額した仕入れに係る消費税等相当額
　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　円也

３　消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入れに係る消費税等相当額

　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　円也

４　補助金返還相当額（３－２）

　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　円也
（注）別紙集計表、その他参考となる資料を添付すること。
様式第６号（第11条関係）

令和７年度愛媛県介護テクノロジー定着支援事業費補助金精算払請求書

令和　　年　　月　　日　

　愛媛県知事　　　　　　　様

住　　　　所

事業主体名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　㊞

　令和　　年　　月　　日付け愛媛県指令　第　　号で、補助金交付決定の通知があった標記補助金について、令和７年度愛媛県介護テクノロジー定着支援事業費補助金交付要綱第11条の規定により、下記のとおり請求します。
記

一金　　　　　　　　　円也
＜導入を進めるための実施体制＞








＜導入スケジュール＞














＜方法・理由＞








＜比較検討した製品＞




















＜比較検討した製品＞























